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保育士の食の安全に関わる問題認識
1．はじめに
近年、食の安全と安心はリスク分析により確
保される、という考え方が定着した。安全は、そ
れぞれの問題の要因を十分に検討して、技術面
やコスト面を考慮した的確な基準の設定と対策
を行うこと、いわゆるリスク評価と管理により
確保される 1）。一方、安心は、人の主観的な心
のあり方であり、その人のリスク認識の背景を
把握し、個人の判断基準のあり方に配慮しつつ
社会的合意形成を目指して対処されるべきもの
で、リスクコミュニケーションによって達成さ
れる 1）。
現在、食の安全と安心の間には深い溝が横た
わっており、両者のギャップが問題となってい
る。実際、消費者の不安感が根強い事項もあり、
たとえば、原子力発電所の事故に伴う食品への
放射線の影響については、科学的な評価をどれ
だけ示しても安心を得ることは至難である。ま
た、食品添加物や農薬など、限りなくゼロリス
クに近づけることを原則として評価、管理され
ている問題に対しても、尚、強い不安感を抱く
人が少なくない。むろん、安全と安心は、異な
る次元の概念であり、同時に達成することは難
しい。
しかしながら、社会としてはできるだけ両者
を求める方向で進むべきであると考えられ、市
民がリスクマインド（安全を科学的に考える心）
を習得する教育の重要性が指摘されている1）。こ
のような社会的ニーズを受けて、平成 17 年に施
行された食育基本法 2）では、その基本方針のひ
とつに、「食品の安全性の確保等における食育の
役割」が位置づけられた。法律の第 8条には、国
民が食に関する適切な判断力と正しい知識を
もって自らの食を正しく選択していくことがで
きるよう、食品の安全性をはじめとする食に関
する幅広い情報の提供と意見交換（リスクコ
ミュニケーション）を推進していくことが明記
されている。平成 21 年には、「食育の現場にお
けるリスクコミュニケーションの充実に向けた
食品安全委員会の取り組み方向」3）がまとめら
れ、「食品の安全性に関する科学的な視点」を養
う食育の推進が目標のひとつとして確認され
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た。また、第 2次食育推進計画 4）では、食につ
いての情報が氾濫しているなかで、国民が正し
い情報を選別して活用することを促進するため
に、リスクコミュニケーションの充実と、食品
の安全性に関する情報提供の推進の必要性が示
されている。
一方、平成 21 年に改定された保育所保育指針
では 5）、食育を保育の一環として位置づけて、先
に公表されている「保育所における食育に関す
る指針」6）の普及を図り、食を通した家庭（保
護者）への支援を積極的に推進し、地域と連携
しつつ積極的に食育を推進することが求められ
ている。これを受けて各保育所においては、食
事を含めた保育活動のなかで計画的な食育の取
り組みがなされている。
このような社会的な背景を考慮すると、保育
士には、食の安全について正しい知識と理解を
身につけて、保育所における子どもの食のリス
クを低減させるとともに、食育活動として、子
どもやその保護者への食のリスクコミュニケー
ションを担っていくという役割は大きい。しか
しながら、保育士への食育に関する意識や実践
の調査研究は散見されるが 7）、8）、食の安全性に
焦点をあてた研究はほとんどみられない。そこ
で、本研究は、保育士を対象として、食の安全
に関する意識調査を実施して、保育士養成課程
を含めて保育現場における今後の食の安全性に
関わる教育やリスクコミュニケーションを実施
していくための基礎的な知見を得ることを目的
とした。
2．方法
1）対象者と調査方法
京都市内の保育園に在職する保育士69人を対
象として、平成 21 年 12 月に無記名自記式のア
ンケート調査を実施した。対象者は、京都市内
で開催された保育研究会主催の食の安全に関わ
る研修会の参加者であり、調査は研修会の開始
前に実施した。対象者の性別は、女性 66 人、男
性 3 人であり、年齢構成は、20 歳代が 32 人
（46.4％）、30 歳代が 15 人（21.7％）、40 歳代が
15 人（21.7％）、50 歳代が 6人（8.7%）および 60
歳代が 1人（1.4%）であった。
調査項目は、性別、年代、保育歴、食品の安
全に関わる 12 の事項への不安の程度、子どもの
食の安全の問題認識、食物アレルギー児の保育
担当の有無とアレルギー表示に関わる知識など
6項目、食のリスク分析についての理解、および
保育活動における食の安全性に関わる問題の意
識（自由記述）の 26 項目であった。自由記述以
外は、いずれも 2～ 5 個の選択肢から選ばせる
方式とした。
調査にあたっては、対象者に対して、プライ
バシーの侵害の恐れがないこと、また調査結果
は、保育士の食の安全に対する意識を明らかに
して、食育におけるリスクコミュニケーション
を進めていくための基礎的な資料とすることの
みに用いることを説明し、調査の協力に同意の
得られた者に対して実施した。
2）集計および解析方法
食品の安全性に関わる問題への不安の程度
は、表 1に示す 12 項目について、「非常に不安
である」、「ある程度不安である」、「あまり不安
を感じない」、「全く不安を感じない」、「よく知
らない」の 5カテゴリーから回答させた。子ど
もの食の安全の問題の認識については、先にあ
げた 12 項目の中で、「子どもの食の安全の問題
としてリスクが比較的高く、そのリスクを低く
するために大人が家庭や保育所などで努力する
必要性が高いと感じる問題を 3つ」あげさせた。
解析にあたって、食品の安全に関わる12項目を、
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社会的にリスクの評価と管理がなされており、
個人ではリスク分散の考え方を取り入れた対応
が求められる問題（以下社会的対応リスクと略
して記す）と、消費者が個人レベルでのリスク
管理の対応が求められる問題（以下個人的対応
リスクと記す）に分類した。子どもの食の安全
の問題認識について、個人的対応リスクで子ど
もの食生活において相対的にリスクが高いと考
えられる問題、食物アレルギー、有害微生物に
よる食中毒、食品の形状や温度など（窒息・や
けどなど）を選択したか否か、という観点で対
象者を区分し、各質問項目との関連性をχ2 検定
で検討した。関連性の検討においては、回答区
分を、カテゴリー比とカテゴリー内容を考慮し
て 2～ 3 に統合して解析を行った。また、保育
活動で保護者への対応も含めて子どもの食の安
全性に関わる問題を意識することがあるかを問
い、あると回答した者には、その内容、対処方
法、あるいは必要と思う取り組みについて自記
式で回答させた。自由記述の回答は、食物アレ
ルギー、食品添加物・輸入食品・農薬、有害微
生物による食中毒、家庭での食事内容、いわゆ
る健康食品、食品の形状や温度などに分類して、
その出現率を求めた。
3．結果
表 1に食の安全性に関わる問題への不安の感
じ方の結果を示した。社会的対応リスクの問題
に対して不安を感じる割合は極めて高く、BSE
と汚染物質では、「非常に不安」の割合は各
72.5%、85.5% に達し、「ある程度不安」と併せて
ほぼ全員が不安と回答していた。農薬、器具・
容器包装から溶出する化学物質、遺伝子組み換
え食品、食品添加物、および輸入食品について
も 90％以上が、不安があると回答していた。個
表 1　食の安全性に関わる問題への不安の感じ方
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人的対応リスクでは、不安の割合が 90％以上で
あったのは有害微生物のみで、以下、食物アレ
ルギーで 82.4％、食品の形状や温度などで
66.2％、いわゆる健康食品で 54.4％であった。
表2に子どもの食の問題としてリスクが高く、
大人がそのリスクを低くするために家庭や保育
所などで努力する必要性が高いと感じる問題を
3つ選択させた結果を示した。取り上げた割合が
高かったのは、順に、有害微生物（58.5％）、食
物アレルギー（50.8％）、食品添加物（44.5％）、
であった。食品の形状や温度など（窒息・やけ
どなど）を選んだ割合は、23.1％と農薬とほぼ同
じ割合であった。表 3に示したように、有害微
生物、食物アレルギー、および食品の形状や温
度など（窒息・やけどなど）のすべてを選択し
た者は 6.2％にすぎず、二つを選択した者も
36.9％にとどまった。二つ以上を選択した者を、
子どもの食のリスクの問題をより的確に認識し
表 2　 子どもの食の安全の問題としてリスクが高く大人がそのリスクを低くするために努力する必要
性が高い問題として選択した割合
表 3　 子どもの食の安全の問題として個人的対
応のリスクが高い問題の 1) 選択数
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ている者として区分し、他の質問項目との関連
を検討し、その結果を表 4に示した。有意な関
連が見られたのは、食の安全に関わる問題への
認識（不安の感じ方）の項目のみで、子どもの
食のリスクをより的確に認識している者の割合
は、輸入食品に非常に不安に感じている者で有
意に少なく、食物アレルギーに非常に不安を感
じている者で有意に高いという関連が認められ
た。
表 5に示したように、食品の安全の確保に用
いられている「リスク分析」について理解して
いる者はほとんど無く、「内容をある程度知って
いる」者は 2.9％に過ぎず、「言葉を聞いたこと
があるが理解していない」が 42.6％であり、「全
く知らない」が 54.4％と半数以上であった。
表 6、表 7、および表 8に、食物アレルギーに
ついての意識と知識についての結果を示した。
94.2％の者が食物アレルギー児の保育経験があ
ると回答していたが、63.2％の者が食物アレル
ギーと表示に関する情報を得る機会が十分にな
い、と感じていた。加工食品のアレルギー表示
制度があることを知っている割合は 76.5％に達
していたが、一方でその内容を理解していない
と回答した割合は、35.3％とほぼ 3 人に 1 人で
あった。表7に示したように、表示が義務となっ
ているアレルギー食品について、卵、小麦、そ
ば、および乳は、98.6%、92.8%、89.9% および
88.4% と正しく知っている割合は高かったが、落
花生では 53.6% 、えび、かにでは、49.3%、34.8％
と半数以下であった。また、大豆は義務表示食
品ではないが、正しく認識している割合は 8.7% 
と少なかった。表 8に示したように、日本で最
もアレルギーが多い食品について、「卵」と正答
した割合は 75.0％であり、4人に 1人が不正解で
表 4　子どもの食の問題認識と関連する項目
表 5　リスク分析についての認知
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あった。
表 9に示したように、ほとんどの者が、これ
までの保育活動（保護者への対応も含めて）で
子どもの食生活について食の安全性の問題を意
識したことがあり、「よく意識する」が 13.0％、
「意識する」が 60.9％、「少し意識する」が 23.2％
であった。
表 10 には、意識した問題内容の自由記述につ
いて、項目ごとに出現率とおもな記述内容（課
題）を示した。最も多くの記述があったのは、食
物アレルギーで、37.6％の者が記述していた。次
に多かったのは、社会的対応リスクの問題であ
る食品添加物や輸入食品の問題で、23.2％の者が
とりあげていた。有害微生物や食品の形状や温
度などについては 5.8％、1.4％と少なかった。
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表 6　食物アレルギーについての問題認識と知識
表 7　食物アレルギー義務表示の正答率
表 8　食物アレルギーについての知識
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4．考察
1） 保育士の食の安全の問題への認識から見いだ
される課題
本研究では食の安全性の問題を、社会的にリ
スク評価と管理がなされており個人ではリスク
分散の考え方をとりいれることが求められる問
題と、安全のために個人レベルのリスク管理が
不可欠である問題に分類し、前者を社会的対応
リスク、後者を個人的対応リスクとした。
社会的対応リスクに分類される食品添加物や
農薬は、目的があって使われる化合物で、安全
性と有効性の科学的根拠に基づいて管理されて
いる。また、BSEや汚染物質などは、限りなく
ゼロリスクに近づけることを原則として検査方
法や基準が設定されている。しかしながら、現
状として、これらの問題に不安を抱く消費者は
少なくない。
本調査においても、表 1に示したように食の
安全性に関わる問題に不安を持つ割合は高く、
社会的対応リスクのほとんどの問題で、その割
合は 90％以上であった。特に、BSEや汚染物質
では、「非常に不安である」が 7割を超え、「あ
表 9　保育活動における食の安全性の問題の意識
表 10　保育活動の中で意識したことがある食の安全性の問題（自由記述）の出現率と内容
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る程度不安」を合わせると、ほぼ 100％が不安で
あると回答した。BSEについて、各自治体が実
施している食の安全についての意識調査などで
は、不安を感じる者が減少する傾向もみられる
が、尚、全国の各地方自治体では、消費者の強
い希望によって全頭検査を継続実施している。
本調査対象者のように、強い不安感を有する者
が一定以上の割合で存在することがその理由と
考えられる。
日本人は、アメリカなど諸外国に比べて食の
安全性への関心が高い事が知られるが 9）、同じ
日本人であっても、食のリスクへの不安の持ち
方は、対象者の属性や、職業、食の安全性に関
わる教育履歴により異なる。たとえば、本調査
と同じ2009年度に食品安全委員会が実施した食
品安全モニターを主な対象者とした調査では、
不安を有する割合がBSE で 61.8％、食品添加物
で 62.5％と、本調査の対象者に比べて 1/3 程度
少なかった 10）。その理由のひとつとして、食品
安全委員会調査では、対象者の職業として食品
関係業務や研究の従事者や医療・教育関係者が
2/3 以上であり、また、モニターは食品安全委員
会からの情報を得る機会が一般の消費者より多
く、全体として食に関わるリスクを科学的にと
らえることができる、リスクマインドの形成が
できている者が多いためと考えられた。このこ
とは、本調査対象者で、リスク分析という方法
の認知がほとんど無かった結果（表 2）とも矛盾
しない。
食生活におけるリスクを減らしていくために
は、そのリスクの大きさを科学的にとらえ、個
人のレベルで実質的なリスク管理を実践するこ
とが肝要であると考えられる。個人の食生活に
おいて相対的にリスクが高く、個別のリスク管
理が求められる項目は、本研究でとりあげた問
題の中では、病原微生物、食物アレルギー、食
品の形状や温度など（窒息・やけどなど）であ
る。
病原微生物による食中毒患者数は、届け出数
で年間約 2万人以上であり、年によっては死者
が発生することもある 11）。とりわけ重篤な例は
乳幼児や高齢者に多い。また、保育園児を対象
とした食物アレルギーの調査結果を見ると、現
在、何らかの食物アレルギーをもっている割合
は 0～ 1 才において 1割に近く、また食物アレ
ルギーの誤食の事故は、平成 20 年度で 29％の保
育所で発生し、その 10％程度がアナフィラキ
シーショックを引き起こす危険性があったとさ
れている 12）。食品による窒息については、死亡
者数が毎年 4千人に達しており、そのほとんど
は 65 歳以上の高齢者であるが、0～ 4歳の乳幼
児においても、毎年死者数は 30 名程度に達して
いる。死亡に至らなかった事故例を含めるとそ
の数は相当数になると考えられ、極めてリスク
の高い問題である 13）。平成24年度においても筆
者の知る限りで、保育所現場において 1～ 2 歳
の子どもが白玉を喉に詰まらせて死亡する事故
が 2件発生している。一方で、以上のような重
篤な健康障害の例は、社会的対応のリスクに関
わる事項では発生していない。
そこで、保育士の立場として、子どもの食生
活のリスクを的確に認識しているか、を問うた
めに、「子どもの食の安全性の問題としてリスク
が高く、大人がそのリスクを低くするために努
力する必要性が高い問題」を3つ選択させた。最
も多く取り上げられた問題は、有害微生物と食
物アレルギーであった。選択した割合は、各々、
58.5％、50.8％と高かったが、尚、約半数が、こ
れらの問題を、子どもにとってのより高いリス
クとして強く認識していないことが示された。
また、先に述べたように、乳幼児にとってリス
クが高いと考えられる食品の形状や温度など
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（窒息・やけどなど）を取り上げた割合は 23.1％
と低かった。
一方、実質的な健康障害がほとんど発生して
いない、食品添加物、汚染物質、あるいは農薬
を選択した割合は、44.5％、27.7％、および 23.1％
であり、これらの問題を、食品の形状や温度な
ど（窒息・やけどなど）以上にリスクの高い問
題として認識している者が多いことが示され
た。また、表 3に示したように、子どもの食の
リスクについて有害微生物、食物アレルギー、お
よび食品の形状（窒息など）の全てを選択した
者は 6.2％と少なく、一つも取り上げなかった者
のほうが 16.9％と多かった。
子どもの食生活の中で、社会的対応のリスク
を低減するために多様な食品を選ぶ、即ち、食
生活にリスク分散の考え方を取り入れることは
推奨されるべきではあるが、個人レベルでリス
ク管理を行う問題を明確に意識し、管理するこ
とはそれ以上に重要である。輸入食品に強い不
安を有している者で、個人的対応のリスクを 2
つ以上選択した者の割合が有意に低かったこと
からも、社会的対応のリスクの問題に対する強
い不安感は、個人で管理が必要な問題への意識
を多少なりとも低める可能性も否定できない。
また、食育が保育の一環として位置づけられ、
食を通した家庭（保護者）への支援を積極的に
推進していくことが求められている中、保育士
には、食の安全性に関わる情報や考え方を子ど
もだけでなく家庭にも伝えていくことが期待さ
れる。一般市民の食品の安全に関する知識や判
断基準には、幼少期の教育が強く影響するとい
う調査結果から、家庭や学校での教育の重要性
が指摘されている 14）ことからも、その意義は大
きい。このように考えてくると、保育士には、食
の安全を科学的に判断する力が、一般の市民以
上に求められると考えられ、保育士ならびに保
育士養成課程でリスク分析の考え方を中心とし
た食の安全教育を充実させていくことが必要で
あると考えられた。
2）食物アレルギーに関する研修などの必要性
食物アレルギー児が増加している現在、多く
の保育園では、相当数の食物アレルギー児の保
育を行っている。平成22年の福井県下の調査で
は、調査時に食物アレルギー児が在籍した保育
園は 8割以上であった 15）。本調査においても、
対象者の 94.2％が、食物アレルギー児の保育経
験があると回答した。その一方で、関連する情
報を得る機会が十分にないと認識している割合
は 63.2％と約 3人に 2人に達していた。この結
果は、高木らによる岐阜県下の保育士の調査報
告と良く一致している 16）。高木らの調査では、
食物アレルギーについてある程度以上学んだ者
の割合は、保育士資格取得時で 10％、保育園に
勤務後で 27.5％に過ぎないことが報告されてい
る。
本調査では、保育士の食物アレルギー関する
知識は十分とは言えないことが示された。義務
表示食品（特定原材料）については、卵と小麦
は正答率が 90％以上ではあったが 100％には至
らず、落花生、えび、かにでは、正答率が約 50％
程度以下と、半数の者が知識として身につけて
いなかった。また、日本で最もアレルギーが多
い食品、卵、については、4人に 1人が不正解で
あった。約 3人に 1人が、食物アレルギー表示
を理解していないと回答し、表示のルールにつ
いての認知度は低かった。保育士の食物アレル
ギーに関する知識が十分ではない傾向は、高木
らの調査においても報告されている 15）。
アレルギーの子どもに対して、食事介助を直
接行うのは保育士であり、長時間子どもと接す
る者として食物アレルギー対策における保育士
の役割は重い。本調査においても、保育活動の
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中で意識したことがある問題として、食物アレ
ルギーに関する記述が最も多かった。保護者の
アレルギーの知識や情報源としても位置づけら
れる 17）という報告もあることから、保育士は、
食物アレルギーについての基本的な事項を理解
しておくことが求められる。また、表示につい
ては、同じクラス内で、食物アレルギーの無い
子どもに市販菓子を提供することがあると考え
られることからも、保育士が、表示について基
本的な知識をもち、表示のルールを理解してお
くことが望まれる。以上の結果から、現職の保
育士に対する研修や、保育士養成課程における
教育内容を充実させていく必要性が高いことが
改めて示唆された。
3） 保育士が健康食品の適切な利用の考え方を身
につける必要性
保育活動の中で意識したことがある食の安全
性の問題についての自由記述内容（表 10）から、
保育士は、子どもだけでなく、保護者と接する
機会が多く、家庭での食生活の問題を含めて保
護者への対応が求められることが伺われた。そ
の中で、出現率は低かったが、国内での利用が
急増しており、不適切な利用によっては健康障
害のリスクが比較的高い問題となる健康食品
（サプリメントを含む）をとりあげたい。
日本における健康食品の利用率は年々増加
し、消費者庁が 20 ～ 79 歳の成人男女、3万人を
対象とした調査 18）では、国民の約 6割が健康食
品を利用し、毎日利用する者は約 4割に達して
いる。利用者の急増に伴い、健康被害の発生例
が見られることから、食薬区分を徹底するため
の表示の整備を急務として、消費者庁では「健
康食品の表示に関する検討会」19）が開かれた。
また、消費者に対しては、あくまでもバランス
の良い食事を基本とした上で、「不足している栄
養素を補う」という目的で補助的に適切に利用
することが推奨されている 20）。
一方で、子ども、とりわけ就学前の幼児への
利用の問題が指摘され始めている。国立健康・
栄養研究所が行った幼稚園と保育所に通う幼児
の保護者への調査（有効回答数 1533）では、子
どもにサプリメントを利用させている割合は
15％にも達している現状が示された 21）。成長段
階である幼児がサプリメントを利用すること
は、安全性と食育の観点から問題が大きい 21）。
本調査においても、数は少なかったが、「朝食に
毎朝特製ジュースとしてプロテインをのませて
いる家庭への指導に苦慮した」などの記述がみ
られた。
今後、健康食品市場は成長すると推測されて
おり、子どもを対象とした商品が増加する可能
性もある。このような現状において、保育士が
「子どもへの健康食品（サプリメント）の利用は
差し控えるべきである。」と保護者への的確な助
言が行えるよう、基本的な考え方を身につける
意義は大きいと考えている。
5．まとめ
保育士は、保育所における子どもの食のリス
クを低減させ、食に関わる事故の発生を予防す
る責任を担う。それと共に、食育が保育の一環
として位置づけられた現在、安全性を含めた食
の情報を、子どもだけでなく家庭（保護者）に
も伝えていくという役割が改めて重要視されて
いる。保育士自らが、食品の安全性に関する科
学的な視点、リスクマインド、を身につけるこ
との意義は大きい。以上述べてきたように、本
研究において示された保育士の食の安全性への
認識の実態から、保育現場あるいはその養成課
程において、保育者の食の安全に関わる知識を
高め、リスクマインドを醸成するための教育や
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リスクコミュケーションを行う必要性が示唆さ
れた。
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